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1　は　しがき
　明治・大正期における茨城県の農家経営規模は、全国のそれと比較して様相を異にしている。第1
表によれぽ、明治41年に全国では1町未満の農家が69．9％を占めているのに対し、茨城県では51．3％
にすぎない。ところが、1町以上3町未満の農家は全国が25．9％であるのに対し、茨城県では41．1％
！こも及んでいる。しかも・「茨城県農業統計」によると大正3年には5町以上所有農家戸数6，997戸の
うち5町以上10町未満5，067戸（72．4％）、10町以上50町未満1，829戸（26．1％）、50町以上101戸（1．4
％）と5町以上10町未満の農家が全農家戸数の約4分の3を占めているのである。これらの点から、
茨城県には2、3町以上10町未満の中小地主が圧倒的に多く分布していることがわかるが、さらに第
1表を詳細に検討してみると茨城県の中小地主層の性格が明確になってくる。すなわち、茨城県では
第1表茨城県における経営規模別農家戸数比率 （カッコ内は全国）
1・反繍i・則上 1町以上 1・町以上 3町以上 5町以上 陣戸数
一明治41年 （37，3） （32．6） （19．5） （6．4） （3．0） （1．1） 　
24．9 26．4 26．1 15．0 6．3 1．3 164，463
43年 （37．5） （33．0） （19．3） （6．0） （2．9） （1．3）
26．3 27．5 26．7 13．5 5．0 1．0 166，527
大正1年 （37．5） （33．3） （19．6） （6．0） （2．8） （1，2）
26．8 26．6 26．9 13．5 5．1 1．0 168，461
3年 （36．6） （33．4） （19．9） （6．1） （2．7） （1．2）
26．5 27．1 27．6 12．9 4．8 1．2 169，013
5年 （36．4） （33．4） （20．2） （6．1） （2．7） （1．3）
26．0 27．5 28．0 13．0 4．5 1．1 169，750
〔備考〕　桜井明「茨城県における小作争議の展開」（『茨城県歴史館報』8号S．56．3）の68頁を再整理（原典
　　　は『茨城県農業史』）
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明治41年から大正5年にかけて2町以上5町未満の中小地主層が漸次減少している反面、2町未満は
しだいに増加して農民層の階層分解が進展しているのである。換言すれぽ、2町以上10町未満の中小
地主層は、明治後期から大正期の経済変動期において大地主へ上昇転化する可能性をもつと共に、貧
農層へ転落してしまう不安定な状況に直面していたと言えよう。したがって、茨城県ではこの時期に
おける中小地主層の動向に関する分析が重要な課題となってくるのである。
　ところで、県西地方（真壁・結城・猿島・筑波）は典型的な畑作地帯に位置している。『茨城県統
計書』によれぽ、明治40年には一戸当り県平均耕地面積が田5反7畝、畑6反8畝に対し県西では田
5反3畝、畑8反4畝と畑地が主流となっていることがわかる。また、明治20年から同40年までに県
西地方の小作率はつぎのように推移をとげる。すなわち、自作は35．4％から28．1％、自小作は43．8％
から38．6％へと共に減少し、その反面、小作は20．9％から33．4％へ増加するのである。明らかに地主
制が進展していることがわかるだろう。なかでも、結城郡は自作（33．8％→22。8％）、自小作（48．1％
→39．8％）、小作（18．1％→37．4％）へと県西地方では最も急激に小作農が増加しているのである。
かかる点から、明治後期の県西地方では中小地主層がより不安定な状況に陥っていたことが推測でき
よう。
　そこで、本稿では明治後期の経済変動期における県西地方の中小地主の動向を、主として水海道の
秋場家の投資活動の推移を通して考察してみたいと思う。
　まず、本稿の調査地である水海道の概況から述べることにしよう。
2　水海道町の概況
　水海道1）（現在水海道市）は、鬼怒川と小貝川に挾まれた茨城県西部に位置している。立地条件上、
水海道は古くから水運と関連があったが、近世中期以降商品貨幣経済が発展するや、経済・文化的に
も鬼怒川水運と密接な関係を有するようになった。鬼怒川河岸には土井喜右衛門などの回漕問屋が建
並び、江戸・下野・会津地方を結ぶ物資運搬上の一大拠点に成長した。幕末から明治初期にかけて釜
源、釜清、中彦、常陸屋、鍵屋、釜利などが米穀・肥料・呉服類、秋山、鹿島などは酒造により河岸
を利用し利益をあげていた2）。また文化的には、江戸の学者達が水運を利用して新知識を導入した。
そのため、水海道の知識水準は高まり明治元年の水海道村には人口3，000人に対し11人の医師（蘭医
を含む）が開業していた3）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　明治17年の第4回『茨城県勧業年報』は、当時の水海道経済状況について次のように記している。
　　水海道ハ石岡、太田二亜クノ商業地ニシテ物貨股賑ノ市駅ナリ戸数九百拾六戸人口三千九百七拾
　壱人地形西二絹川ヲ擁シ東二蚕川ヲ抱キ道路ハ平担ニシテ水陸ノ便両ナカラ宜シ市上売買ノ最モ大
　　　　　　s　　　へ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　　N　　　，　　　や　　　ゐ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　ナルモノハ米穀（一ケ年商金高六万四千七百弐拾壱円）呉服太物商（金六万六千七百円余）並二綿、
　ヘ　ヤ　　　　N　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o　o　　o
　醤油、水油等ナリ比地二於テ売買スル所ノ白木綿ノ景況ヲ聞クニ近来非常ノ盛況ヲ呈シタリ豊田郡
　ニテハ本駅近傍相谷、中山等ノ村落ニテ四五百反ヲ織出シ岡田郡報恩寺阪手村等ニハ年々弐万反ヲ
　織出シ又豊田郡石下村ニテモ縞木綿弐万反以上ヲ織出セリト米穀ハ岡田、豊田二郡及ヒ筑波山下ノ
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　村々ニシテ所謂谷原種違米ノ称アルモノハ筑波郡南部村落ノ産米是ナリ
　このように、水海道は穀倉地帯としての米穀を中心に、呉服太物・醤油・綿の売買を主軸に成り立
っており、その周辺では白木綿の生産も活発であった。そして、この当時年間5，000円以上の商金高
をあげていたのは呉服太物商〔五十畑丹蔵（佐野屋）、五木田伊兵衛（釜屋）、五木田長次郎（鍵屋）、
森澤善兵衛（大國屋）〕、同卸商〔五木田利兵衛（鍵屋）〕、米穀商〔植田清五郎（釜屋）、瀧川政平（瀧
川）、須田七之助（鍵屋）〕、醤油商〔山中彦兵衛（中彦）、島田慶助（島田）〕、糸綿商〔野々村源四郎
（釜屋）〕であり4）、いずれも水海道の主要産業に関係した商人達で占められている。
　つぎに水海道の階層構成を明治38年第1期の県税戸数割等級（第2表）からみると、第1級は7円
19銭を収める山中彦兵衛である。ついで、植田清五郎、野々村源四郎と前述の年間5，000円以上の商
金高をあげている商人がつづき、第11級までは水海道経済の中軸を担う商人・地主（第5級ぐらいま
ではかなりの土地集積をしていたと考えられる）で独占されている。実に、第11級までの34人（全体
の3．5％）の商人・地主が77円30銭を収めており、これは総税額の36．4％にあたる。一方、第17級以
第2表　水海道町県税戸数割等級（明治38年第1期）
等級
　課税標準額
n租金 直接国税
税　題
@　㈲
人数（％）
@　　（B）
税額合計（％）
@　（A×B） 主　た　る　人　物
1 120円以上150円以上7円19銭1（0。1）7円19銭（3．4）山中彦兵衛
2 100～120120～150〃80〃1（0．1）5〃80〃（2．7）植田清五郎
3 80～100100～1204〃96〃2（0．2）9〃92〃（4．7）野々村源四郎、青木嘉平次
4 50～80 70～1003〃84〃1（0．1）3〃84〃（1．8）秋山藤左衛門
5 40～5060～703〃38〃1（0．1）3〃38〃（1．6）五木田彌五郎
6 35～40 55～602〃83〃3（0．3）8〃49〃（4．0）五木田長次郎、五木田総右衛門、武藤久兵衛
7 30～35 40～552〃34〃3（0．3）7〃02〃（3．3）五十畑丹蔵、竹村茂八郎、染谷太兵衛
8 25～3037～401〃86〃4（0．4）7〃44〃（3．5）須田七之助、中山嘉傳次、五木田文右衛門、髢ﾘ吉太郎
9 20～25 35～371〃62〃4（0．4）6〃48〃（3。0）黒須茂八、増田為吉、青木嘉吉
10 18～20 28～351〃41〃6（0．6）8〃46〃（4，0）五木田常七、冨村玄仙
11 16～18 25～281〃16〃8（0．8）9〃28〃（4．4）秋場庸、秋場三松、五木田金三郎
12 14～16 20～25 88〃17（1．8）14〃96〃（7．0）神林政右衛門
13 12～14 15～20 63〃16（1，7）10〃08〃（4．7）
14 10～12 10～15 50〃26（2．7）13〃　　（6．1）
15 7～10 7～10 38〃33（3．4）12〃54〃（5．9）
16 5～7 5～7 28〃49（5．1）13〃72〃（6．4）
17 3～5 4～5 22〃142（14．7）31〃24〃（14．7）
18 2～3 3～4 16〃79（0．8）12〃64〃（5．9）
19 1～2 2～3 10〃122（12．6）12〃20〃（5．7）
2030銭～1 1～2 5〃127（13，1）6〃35〃（3．0）
2110銭～30銭50銭～1円 4〃187（19．3）7〃48〃（3．5）
22 一 50銭以下 1〃136（14．0）1〃36〃（0．6）
合 計 968（100．0）212円96銭（100．0）
〔備考〕明治38年度第1期『戸数割等級調』（水海道市役所所蔵）により作成。
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下は793人（全体の81．9％）にも及んでいるが、税額は71円27銭（総税額の33．5％）で第1～11級の
合計を下まわっている。この事実からも、水海道経済は30余人の商人・地主によって掌握されていた
と考えることができるが、ここで無視できないのは第12級から第16級の階層である。すなわち、この
階層には中小商人あるいは中小地主層が包含されていると思われるが、141人（全体の14．6％）で64
円30銭（総税額の30．2％）を収めているのである。したがって、この階層の中小商人・地主も水海道
においてかなりの影響力を持っていたと考えられる。また、中小地主に限定して考えるならぽ、彼ら
は明治後期から大正期における中小地主の両極分解期をうまく切りぬければ大地主へ上昇転化するこ
とも可能だったのである。
　ところで、本稿でとりあげる秋場庸は1円16銭の税額を収め第11級に属している。税額だけから判
断すれぽ上位の商人・地主と中位の商人・地主との間に位置している。秋場家では、この階層性を反
映して明治後期には如何なる動向を示すのであろうか。かかる点を次節で分析することにしよう。
3　秋場家の動向
　（i）　秋場家の系譜
　秋場家は代々名主役を勤め、貞享・元禄以来、権左衛門を襲明する名望家であった5）。天明期の宗
門改張によれぽ、秋場家は戸数208戸（百姓95戸、借宅地人103戸）、人口934人（百姓563人、借宅地
人362人、寺社関係9人）を統轄していたが、明治初年には声数305戸’（百姓110戸、借宅地人188戸、
寺堂7戸）と100戸近く増加した。こ㊧時期には、秋場庸の父桂園が地元の勧農役を勤め、所有石高
は水海道村最高の72石余であった6）。父桂園について述べるならぽ、文化10年1月28日水海道村に生
まれ、名は祐、通称は元吉又は謙吉、桂園又は天香と号した。桂園と号したところから察しうるよう
に、彼は地元の儒学者猪瀬豊城（折衷派）、土浦の大野竹軒の門下生であり、江戸で佐藤一斉、大窪
詩仏にも師事した。帰郷後、彼は水海道の里正を勤めたが、鬼怒川水運を利用して水海道を訪れる儒
学者、漢詩人、蘭学者に対して惜しみない援助を与えたという7）。かくして秋場家は、水海道におけ
る新知識の吸収・伝達役としての機能を果たしていたと言えよう。こうした中で、秋場庸8）は天保5
年8月17日に出生した。
　庸は幼時から父桂園や江戸の文化人の影響を受けて儒学の素養をみがき、水海道近辺の宗道村の菊
地三渓（家茂の侍講）、五弓雪窓にも学んで士徳、松堂、竹寒沙館主人などと号した。のちに彼は、
家郷を離れ司法省に出仕し、さらに東京府官吏に採用されるがその経緯はいまのところ不明である。
明らかなのは、明治3年初頭には権小属として開墾掛・書記を兼務し、同年6月23日には小属（物産
掛）に昇進し、権大属まで勤めたことである。全国的に輸入防遇・輸出増進がスローガンとして叫ぼ
れていた明治前期に開墾掛・物産掛を勤φたことは、のちに庸が地元企業開発によせる関心と無関係
ではないと思われる。彼は明治5年に帰郷するや初代の水海道戸長に就任し、さらに結城郡名誉職参
事会員、県会議員を歴任した。明治12年には第6代議長となり、在位は21年にまでおよんだ。
　ところで、秋場家の土地集積は資料散逸のため詳細は不明であるが、明治初年における桂園の時期
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には72石と記録されているから、反収1石程度（水海道では上畑でも反収1石）として計算すれぽ7
町前後であったと考えられる。これが庸の時期である明治31年6月には約2町にまで減少9）している。
おそらく、秋場家では松方デフレ期をはさんで土地を減少させたのではないかと推測できる。ところ
が、秋場家の土地集積の減少とは対照的に、秋場庸の地元企業への投資活動は明治20年代後半に至り
活発化する。両者の関連については、秋場家の経営文書から後述することにして、その前に庸の地元
企業への投資活動を概観しておこう。
　（ii）　地元企業の展開と秋場家
　　　　　一常総鉄道・絹江製糸会社．・水海道銀行を中心に一
　庸の地元企業への投資活動は、まず明治23年に完成された江戸川・利根川を結ぶ運河開馨である。
これは、当時県会議員であった庸と広瀬誠一郎が時の県令人見寧に建議したことに始まる。彼らは、
利根運河の実現が本県発展上いかに価値あるかを力説するとともに内務・農商務省等への働きかけを
願った。しかし、茨城県会が動き出しても千葉県側の猛反対にあい、結局、官職を離れた広瀬と人見
らが中心となり利根運河会社を組織し、明治21年7月運河は起工された。この運河は同23年3月開通
したが、鬼怒川口から関宿回りに比べて約42．7キロ、日数にして約2日短縮された10）。これによっ
て、水海道は大きな経済的利益を享受することになったのである。庸がこの事業を積極的に推進した
ことは、東京府官吏時代の知識・経験にもとつくものであったと思われる。
　ついで、明治28年9月、取手から水海道、下妻を経て下館に至る常総鉄道の敷設計画が起こった
際、庸は前述の五木田利兵衛、山中彦兵衛らと共に設立に参画した。この計画は、経済界の不振に伴
う株金払込不足のため設立に至らなかったが11）、水上輸送の発達したこの地方に近代的な輸送機関を
敷設しようというのは斬新な発想であった。さらに、明治29年5月、，庸は後述する水海道銀行の設立
に参画し、専務取締役に就任する。．
　その翌年には、製糸会社の設立を企てる。絹江製糸株式会社がそれである6絹江製糸会社は、明治
30年5月、資本金3万円（1株20円、合計1，500株）で「製糸及繭糸売買ノ営業」12）を目的として設立
された。従来、この地方で生産された繭は上州や信州の製糸工場へ売却され、その残りをこの地域の
人々が座繰でひいていた。したがって、この製糸会社設立には地方産業の開発という期待がこめられ
ていたように思われる。
　絹江製糸会社は鬼怒川河畔に設立され、明治30年には女工100人、男工1人、公称9馬力の蒸汽力
を使用して2万1，930円の生産額を上げていたi3）。．鬼怒川・小貝川は俗に「絹水2．水」と言われ、そ
の流域には米作地と共に桑畑が広がり製糸会社の立地条件としては好適であった14）。しかし、明治30
年代後半には廃業を余儀なくされた。上州や信州の大資本に対抗することはできなかったからであ
る。しかし、庸は絹江製糸会社工場用地として自己の所有地の約3分の1にあたる4反9畝1歩を明
治30年から2度に分割して貸出しており15）、彼の製糸会社設立への情熱を窮い知ることができる。
　以上のように、秋場庸は明治20年代後半以降、地元企業16）に対する活発な投資活動を展開している
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が、そこには地元産業の開発を通して、家政の立直しを図ろうとする意図のあったことにも留意しな
けれぽならない。しかしながら、前述のように庸の投資活動には失敗したものも少なくなかった。常
総鉄道しかり、絹江製糸会社しかりである。その中にあって水海道銀行は大正12年8月まで在続す
る。庸の投資活動の中では最も成功した例といえるだろう。そこで、つぎに水海道銀行設立への参画
が中小地主としての秋場庸にいかに資するところがあったか、について分析することが必要となる
が、それに先だち水海道銀行の設立事情から考察することにしよう。
　水海道銀行の設立計画は、明治29年1月7日に至り具体化され、発起人によって設立書類が作成さ
れた。その折の設立目論見書17）によれぽ「当銀行ハ明治廿三年法律第七十二号銀行條例二準擦シ証券
ノ割引為換事業並二諸預リ及貸付等銀行一般ノ事業ヲ経営スルヲ以テ目的トス」と述べられ、資本金
を10万円とし、諸貸付6万3，000円（収益見込1割）、証券割引1万円　（同1割1歩）、為替事業2万
5，000円（同1割2歩）、営業用地・地所・家屋・什器2，000円に分割し、一力年に1万4，000円（純益
金8，900円）の収益をあげる予定となっている。この設立目論見書では、証券割引と為替取組みを業
務とすることが表明されており、水海道銀行が商業銀行的機能を果たすことを当初から考えていたこ
とがわかる。
　この設立目論見書並びに設立免許申請書・参考書・定款はさらに検討され、明治29年3月9日、五
木田利兵衛を筆頭に計14人の発起人によって県庁を経由して大蔵大臣へ提出され、3月28日付で設立
認可をうけた18）。設立認可順でいえぽ、下館銀行（M22．6．27）、古河銀行（M28．1）、結城銀行19）
（M29．2．26）についで県西地方4番目にあたる。かくして水海道銀行は、明治29年5月1・日、秋
場庸の屋敷の一隅（水海道町210番地）に予定通り資本金10万円で開業した。
　まず、創立時の株主から分析することにしよう　（第3表）。筆頭株主は、取締役頭取でもある呉服
太物卸商の五木田利兵衛（240株、1万2，000円）である。また、秋場庸は60株（3，000円）の出資で
専務取締役を務めている。他の上位株主は、そのほとんどが水海道銀行発起人であると同時に銀行の
役職につき、しかも明治10年代に年間5，000円以上の所得をあげている呉服太物・米i雑穀・肥料・醤
油醸造等の水海道町有数の商人達で独占されている。地主では秋山藤左衛門（150株、7，500円）、秋
場庸、草間記右衛門（ともに60株、3，000円）の3人が上位出資者である。秋山は50町歩以上地主（大
正13年）・水海道町長（6代目）であり、秋場は前述の如く県会議員を歴任し、草間は絹江製糸会社
社長に就いている。つぎに、水海道銀行株主の階層性を県税戸数割等級（明治38年第1期）からみる
と、上位株主は第1級の山中彦兵衛をはじめとして、第10級以上の多額納税者で独占されている。こ
の時、秋場庸は第11級であり上位株主の中では特異な存在であるが、この点については後述する。ま
た、10株以下の株主の大部分は、第12～16級の階層性をもっており、中小商人や中小地主がかなり参
加していることがわかる。すなわち、株主間の階層性は上位株主と下位株主との区別を明瞭に示して
いるのである。　　　　　’
　他の諸会社との関連はどうかといえぽ、上位株主達は前述の絹江製糸会社の発起人となっており、
役職を兼務する上位株主達が水海道銀行を絹江製糸会社の資金調達機関として機能させようとしたこ
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第3表水海道銀行創立時株主（明治29年）
明治39年度姓　　　名 住　所 株　　数i1怯甜円） 職　　　　　業
罰暫簸
i明泊38年窮1期） 営業税 取得税
大正10年
ｼ接国税
水海道銀行
ｭ　起　人
i明泊29年）
水海道銀行
n　立　時
?@職　名
絹江製糸株式
?ﾐ発起人
i明治30年）
霜攣書（明泊31年）
備　　　　考
五木田　利兵衛 水海道
???
呉服太物卸商（鍵屋〉
? ? ?
’○ 取締役頭取 ○
山　　中　彦兵衛 〃 200醤油醸造販売業（中彦） 1 206 318 ○ 取締役 ○
?
秋　　山　藤左衛門 ’　　〃 150地　主 4 2，037 ○ ○ 羅釧嚢鷲f醗正騨）
五木田　彌五郎 〃 100呉服太物商（鍵屋） 5 102 142 ○
? ?
青　　木　嘉平治 〃 100米雑穀肥料商 3 61 198 ○ 取締役 ○
?
野々村　源四’郎 〃 100米雑穀・肥料・糸綿商（釜屋） 3 45 185 ○ 〃
? ?
傭藷慕騨式鰍腋
村　　田　金治郎 東　京 100日本橋商人 ○ 監査役（明治29年7月）
五木田　長次郎 水海道 80 呉服太物商 6 48 ○ 監査役 ○
青　　木　伊兵衛 〃 70 呉服太物商（釜屋） ○ ? ○ ○
植　　田　清五郎 〃 70 米雑穀・肥料商 2 47 207
? ? 貴族院多叡納税餓員
i明泊37隼1．092円弱鍛3瓜）
秋　　場　　　　庸 〃 60 地　主 11 ○ 専務取締役
?
茨城県会醸員（第6代目議長）
草　　間　記右衛門 十　和 60 〃
?
絹江製糸株式会社祉長
青　　木　傅　　吉 水海道 50 9 ○ ○
須　　田　七之助 〃 40 材木商 8
五十畑　丹　　蔵 〃 30 呉服太物・洋織物（佐野尉 7 73 42 165 ○ 監査役 ○
?
水海道町長（4代）
武　　藤　久兵衛 〃 30 銅鉄金物商（釜屋） 6 72 68 663 ○
?
魏金，1盟轄廷）7月）
瀧　　川　政　　平 ク 30 ? 16 ○
中　　山　啓三郎 東　京 30 日本橋商人
桑　　原　米　　吉 ? 30 〃
五木佃　文右衛門 水海道 25 8 147 ○
植　　田　清　　七 〃 25
五木田　常　　七 〃 25 10
中　　山　嘉傳次 ウ 20 薬種商（長田屋） 8 25 21 425
中　　山　浅次郎 岩　井 20
長　　塚　重　　明 坂　手 20
?
水海道町長（3代）
宮　　島　和　　助 三　妻 20 630
中　　山　徳　　蔵 鹿　島 20
荒　　川　作右衛門 水海道 15 薪炭商 48 26
石　　塚　留　　次 小　張 12
染　　谷　幸　　助 水海道 10
五木田　吉太郎 ? 10
五木田　長　　助 ? 10
ー????
増　　田　為　　吉 水海道 10 書籍・印刷業 9 19 10
骸奄廻五縮雛ll） 〃 10 醤油製造業（五木総） 6→（11） 52 43
?
松　　田　秀　　伯 ? 10 医　師 13
北　　村　為次郎 ? 10 糸綿商 12 18 15 ○
鈴　　木　吉太郎 〃 10 8 513 栗趣爵誕欄14）
永　　野　忠兵衛 豊　岡 10 材木商 276
永　　野　ト　　ク 〃 10
西　　岡　半右衛門 樺　穂 10 酒・醤油製造 117 99 3，094 轟縣響麹葡翻llγ
小　　林　惣　　吉 中　川’ 10
松　　田　秀　　軒 水海道 8 医　師 14
野　　田　音之助 ? 8 13 12
染　　谷　太兵衛 〃 8 7 24
?
鈴　・木　藤　　吉 ? 7 玩具・小間物 12 15 7 ○
白　　井　庄兵衛， 〃 7 太物・古着 12 25 9 79 ○
・加　　藤　庄　　吉 ? 7
中　　里　喜右衛門 〃 7 12
田　　崎　安兵衛 ? 7 繭・古着 14 16 3 ○
青　　木　仲三郎 ? 5
倉　　持　市’兵衛 〃 5 12
高　　木　三　　吉 〃 5 16
五木田　七左衛門 〃 5 薬種商 14 15 3 87 ○
中　　山　作兵衛 〃 5 13
梅　　澤　ミ　　ツ 〃 5 ○
染　　谷　長次郎 ? 5
柳　　生　仲右衛門 〃 4
五木田　吉兵衛 〃 4 洋糸・繭 15 12 3 ○
豊　　鳩　忠　　蔵 〃 3
渡　　辺　岩　　次 ? 3 17 ○
〔備考〕
　Cl）株主合誹60名、2，000株（資本金10万円）。
　｛2｝姓名・住所・株数は水海道銀行「第1回営業報告書」（明治29年5月1日～6月30日）による。
　（3）職業並びに明治39年の営業・所得税は「日本全国商工人名録」（明治40年）、「茨城県勧業年報」第4回（明治17年）による。
　（4）県税戸数割等級は本稿第2表に基づいたものである。
　⑤　水海道銀行発起人は「水海道銀行設立目論見書」、創立時役職名は「常陽銀行二十年史jによる。
　〔6）大正10年直接国税は「茨城県納税銘鑑」（福田昌健編、大正12年）、水海道商業組合員は「水海道商業組合契約書」（明治31年4月）による。
　｛7）備考欄は、「水海道銀行第1回営業報告」（「いばらき」新聞、明治29年7月26日版）、「茨城県議会史j（第1、2巻）、「茨城県統計香」（明治37年）による。
第4表　水海道銀行・株主構成
株数 株 主数 1株式高
240株1
200 1 7 990
150 1 （11．7） （49．5）
100 4
80 1
70 2 6 390
60 2 （10．0） （19．5）
50 1
40 1
30 5
25 3 16 302
20 5 （26．7） （15．1）
15 1
12 1
10 12
8 3
7 5 31 228
5 7 （51．7） （11．4）
4 2
3 2
計 60（100．0）2，000（100．0）
〔備考〕水海道銀行『第1回営業報
　　　告書』（明治29年5月1日～
　　　6月30日）により作成。
第5表　水海道銀行株主分布（創立時）
）??????（??????????????｝
?ー???ー?????
）??????（」?
???
?????????????????????
????????
〔備考〕水海道銀行『第1回営業報告書』（明治29年5月1日～
　　　6月30日）により作成。
とがわかる。水海道町商業組合になるとその結びつきはさ
らに強くなり、組合員のうち18人が株主である。しかも、
絹江製糸会社とは異なり、上位から下位の株主まで広範囲
に分布している。これは「水海道町商業組合契約書」から
説明できる。すなわち、この契約書によれぽ「当組合員ノ
荷物難破船補助ノ為メ組合員一同ノ寄附ヲ募集シ積立トシ
テ当町銀行へ預ケ置クモノトス」（第12条）、「当組合員ノ
荷物ニシテ難破スル場合は其実況ヲ視察シ第十二条ノ積立金ヲ以テ慮分ノ補助ヲスルモノトス」（第
13条）と記されている。つまり、水海道町商業組合は積立金の預入機関として水海道銀行を利用して
いたのである。また、組合員は米雑穀商や呉服太物商である関係上、営業資金調達のために組合設立
以前から水海道銀行とは密接な関係をもっていたと考えられ、明治31年の組合設立の時点では広範な
株主層を形成したと思われる。
　つぎに株主構造（第4表）をみると、100株以上の株主7人（11．7％）が2，000株のうち990株（49．5
％）を所有し、しかも50株以上でみれぽ、株主13人（21，7％）が1，380株（69．0％）を所有していた
ことになる。一方、株主分布（第5表）は水海道町の株主が43人（78．3％）で1，648株（82．4％）を
所有していた。これらの点から、水海道銀行は水海道町を中心に豊岡・十和など水海道近辺の株主を
含めつつ、主として水海道町の有力商人・地主層がイニシアチブをとって設立されたことは明らかで
ある。
　水海道銀行の経営内容（第6表）についてみると、資本金は明治29年の10万円から明治30年には20
万円に増資され、同時に貯蓄業務を開始している。払込状況は非常に順調で、はやくも明治34年上に
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第6表　水海道銀行の経営内容 （単位：円）
営業 年　　度 資本金 払込済資本焉@（α） 積立金ib）
自己資本
iα＋δ）
預　金
ic）
貸出金
id）
預貸率
i〃c）％借入金 純益金 配当率
1 明治29年上100，00040，000 0 40，00019，40434，549 178．1 22
6 31年下200，00040，000 4，50044，500 9，932 1．20
7 32年上200，000 140，0006，250146，250 10，633 1．15
8 下 200，000 140，0007，800147，800 12，061 1．20
9 33年上200，000160，00010，350170，350 12，655 1．20
10 下 200，000 15，027 1．20
11 34年上200，000 200，00012，900212，900 15，083 1．10
12 下 200，000 200，00019，300219，300148，640340，231228．9 3，168 17，746 1．20
13 35年上200，000200，00023，500223，500144，830 346，22139．1 528 17，746 1．00
14 下 200，000200，00027，700 227，700142，884327，256229．0 1，173 15，798 1．10
15 36年上200，000200，00031，900231，900133，310347，000260．3 6，762 13，076 1．20
16 下 200，000200，00035，100235，100146，276332，329227．2 1，34514，844 1．00
17 37年上200，000200，00038，300238，300152，175266，316175．0 13，496 1．00
18 ? 200，000200，00041，500241，500227，030307，786135．6 13，704 1．00
19 38年上200，000200，00043，700243，700219，960311，762141．7 14，121 1．00
20 下 200，000200，00045，900245，900236，025306，480129．9 13，420 1．00
21 39年上200，000200，00048，600248，600280，23183，200 65．4 16，331 1．00
22 下 200，000200，00053，800253，800333，546211，092 63．3 15，635 1．00
23 40年上200，000200，00058，500258，500325，02261，610 80．5 13，506 1．00
24 下 200，000200，00060，700260，700299，941305，366101．8 10，804 0．80
25 41年上200，000200，00062，900262，900232，360267，096114．9 10，182 0．80
26 下 200，000200，00064，100264，100281，147371，618132．2 13，656 0．80
27 42年上200，000200，00065，500265，500271，710197，232 72．6 5，359 0．80
28 下 200，000200，00066，700266，700260，923207，483 79．5 10，928 0．80
29 43年上200，000200，00068，100268，100284，731229，271 80．5 10，810 0．80
30 下 200，000 200，00069，500269，500269，413251，523 93．4 10，292 0．80
33 45年上200，000200，00073，500273，500395，552303，573 76．7 9，678 0．80
〔備考〕（1）各季「全国銀行営業報告要領」、「水海道銀行営業報告・広告（第12～第16季）」（ともに「銀行通信録」所収）、水海道銀行
　　　　「第1回営業報告書」により作成。
　　　②　円以下切り捨て
は全額払込を達成している。また、積立金は明治32年上の6，250円から明治34年上には1万2，900円と
2倍にのび、その後も順調に積立てられ自己資本も増額している。預金は、明治34年下に14万8，640
円であり同37年下に至り20万円を上回る。同39年下には33万3，546門に達するが、それ以降停滞ぎみ
である。一方、貸出金は明治34年下から同38年下に至るまで30万円を超えており　（明治37年上を除
く）、預貸率もオーバー・ローンの様相を呈している。これは、地元商人間に活発な資金需要があった
とも推測できるが、貸付先が不明のため金貸会社的な側面をもっていたようにも思える。ところが、
明治39年上以降、貸出金は急激に減少しオーバー・P一ンを解消してしまう。預金が増大してオーパ
ー・ローンを解消するのであれぽ健全な銀行経営といえようが、日露戦争後の景気の沈滞を考慮に入
れたとしても水海道銀行自体に何らかの問題が生じたにちがいない。この点を明治29年上期と明治38
年下期の担保別・貸付金構成（第7表）から推測してみよう。まず土地・建物担保貸付は、明治29年
の2万3，494円（68．0％）から明治38年までに11万8，609円（42．6％）と延び、金額の上では最高であ
る。これは、不動産金融の色彩を濃厚にしているが、比率では25．4％の低下を示している。一方、雑
穀・繭類担保貸付は8，825円（25．5％）から9万542円（32．5％）と金額・比率の両面において著しい
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増加をしめし、製糸会社経営に従事する上位株主達の購繭資
金調達等のために資金が貸出されたことを推測できよう。水
海道銀行『第1回営業報告書』の「営業ノ景況」には「当期
間二於ケル営業ノ概況ハ開業以降日猶浅クシテ著シキ事蹟ノ
視ルヘキナシト難モ五月間ハ金融稽緩慢ノ方ナリシニ六月ノ
初旬ノ交ヨリ養蚕成繭ノ季節二向ヒ漸ク頻繁ノ景状ヲ呈シ引
出シノー方二偏シ貸出貸越金ハ追日其高ヲ増進シタル」と述
べられ、水海道銀行の季節金融的様相を明示している。ま
た、信用貸は950門（2．7％）から2万8，679円（10．3％）へ、
諸株券も3万4，722円（12．5％）へと顕著な延びをみせ、有
価証券投資を開始した有力株主の営業・生産資金調達のため
に貸出されたことを窺い知ることができる。このように、水
海道銀行の貸付基盤は地元産業と結びついているのである
第7表　水海道銀行・貸付金構成
　　　　（担保別）　　　単位：円
1明治29年上蹄38年下
国　債　証　券 1，280 6，210
（3．7） （2．2）
土　地・建　物 23，494118，609
（68．0） （42．6）
雑穀および繭類 8，825 90，542
（25，5） （32．5）
信　　　　　用 950 28，679
（2．7） （10．3）
諸　　株　　券 34，722
（12．5）
合　　　　計 34，549i100．0）278，746i100．0）
〔備考〕水海道銀行『第1・20回営業報
　　　告書』により作成。
が、明治39年以降の貸付金減少は貸付基盤の弱体化、すなわち水海道経済の衰退に求めるのが妥当で
あろう。前述のように、水海道経済は鬼怒川水運の中継地として発展してきた。ところが明治20年代
後半以降、県内各地に鉄道が敷設され始めた。なかでも、明治28年以降、土浦町を常磐線が通過する
ようになると従来水海道を経由して東京に出荷されていた商品の途絶を招いたのである。そして、こ
れに常総鉄道敷設の失敗、絹江製糸会社の廃業と明治後期における養蚕業の衰退が拍車をかけた。か
くして、水海道の物資集散地としての機能は明治後期にその限界を露呈させ、商人・地主や農民の資
金需要の減退を招いたのである。
　水海道銀行は、大正3年守谷支店、同4年岩井支店、同9年谷原支店、同10年石下支店を開設す
る。その上、大正10年8月には岩井銀行を合併し水海道周辺の農業地帯に営業基盤を拡大する2°）。こ
れは、預金吸収は当然ながら、新たな貸付基盤を見い出そうとしての策であったのだろう。
　以上、水海道銀行の設立状況についてみてきた。それでは、この水海道銀行が中小地主秋場庸に如
何に資するところがあっだか、本来の課題に入ろう。
　（iii）　秋場家経営の推移
　まず、秋場家の歳入状態（第8表）から考察することにしよう。貸地料は、明治27年の181円から
同28年には229円となり、同31年には285円に増加する。さらに、同34年には327円に増加し同38年ま
で漸増している。この時斯、秋場家では前述の如く水海道銀行店舗および絹江製糸会社工場用地（4
反9畝1歩）を貸出しており、その貸地料による増収も含まれていると思われる。また、秋場家では
貸金を行なっている様子はなく高利貸的側面を見い出すことはできない。小作料は、明治27年の220
円から同34年には328円と顕著な増加を示している。しかし、明治35年から下降しはじめ、同36年の
139円で下降のピークに達する’。これは、小作米未納によ．る影響と考えられる6小作米未納による収
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第8表秋場家歳入状態
????
年度 貸地料 小作料 製氷販売 養蚕収入 生茶葉収入 山林・立木щp収入
株　　式　　配　　当　　金
桑収入 水海道銀行 絹江製糸会社 東京電燈株
銀行報酬お
謔ﾑ賞与金 その他 計 備　　　　　　考
明治27年 　円　　％P81（20．8）　円　　％Q20（25，2）
　円　　％
R03（34．8）
円　　％
T1（5．8）
円　　％
Q0（2．3）
円　　％ 円　　％ 円　　％ 円　　％ 円　　％ 円　％ 円　　％
X5（10．9） 872（100．0＞
28 229（20．4） 234（20．8）378（33．6） 90（8．0） 8（0，7） 183（16．3） 1，125（100．0）
29 243（19。5） 213（17，1） 353（28．4）82（6．6） 7（0．6） 164（13，2） 180（14．5）1，245（100，0）その他には常総鉄道創桑費割戻金i40円52銭4厘）を含む。
30 236（17，2）277（20．2） 254（18．5）19（1．4） 8（0。6） 199（14㌔5） 41（3．0） 260（19．0） 76（5．5）’1，372（100．0）生茶葉収入には蓮恨・葡萄の亮却繼烽?ﾜむ。
31 285（19．4）250（17．0） 344（23．4）14（1．0） 16（1．1） 60（4．1＞ 384（26，2） 113（7，7）1．468（100．0＞
32 285（17，4）317（19．3） 394（24．O） 11（0，7） ：8（14》 20（1．2） 122（・7．4） 392〈23．9） 76（4，6）1，639（100．0）その他には常総鉄道割戻金（32円T0銭）を含む。
33 296（12．6）317（13．5） 405（17．3） 2（0，1》 58（2．5） 28（L2）115（4．9）471（20．1） 650（27．7）2，345（100．0）その他には製糸株20棟売却代金（M4円）、b行株5閑躍円50鋤を含砺
34 327（24．8） 328（24．8） 14（1．1） 67（5．1） 536（40．6） 46（3．5）1，320（100．0）
35 327（25．3）211（16。3）
??．???
55（4．3） 62（4．8） 496（38．4） 130（10．1）1，293（100．0）
36 327（11．7）139（5．0） 38（1．4） 24（0．9） 461（16，5＞1，805（64．6） 2，796（100．0）その他には粟京電燈棟10棟亮却代焉i1765円92銭7厘）を含むo
37 389（35．3）212（19．2） 14（1．3） 4（0．4｝ 476（43．2） 4（0．4） 1，102（100．0）生茶葉収入には桑収入をも含む。
銘 391（30．0）305（23．4） 6（0．5） 540（41．5） 57（4．4）1，302（100．0）生茶葉収入には桑収入をも含む。
39 361（28．2）204（16．0） 517（40．5） 192（15．0） 1，278（100．0）その他には水海道銀行m周年記念
衷V（100円）を含む。
〔備考〕（1）秋場家「経済調査」（秋場家文誉）により作成。
　　　　②　円以下切り捨てのため各項の合計は一致しない。
益の変動は大きく、たとえぽ明治31年には小作米10俵であったのが、翌年には19俵3斗5升と約2倍
になり、小作料収益も250円から317円に増加している。これは、畑作地帯に存立する秋場家小作経営
の不安定性を明示している。なお、秋場家の手作経営は1俵程度である。ちなみに明治31年1俵3斗
8升、同32年1俵1斗であった。このように、秋場家の小作経営は大規模とはいいがたく、後述する
ように秋場家では歳出の項に飯米買入代金を設け、小作料収入の少なかっ・た明治36年には飯米買入代
金として108円を支出しているのである。
　つぎに、製氷販売に触れてみると、これは明治27年に303円で全歳入の34，8％をしめ、項目別では
最高である。製氷は鮮魚の保存、あるいは蚕種の貯蔵、飲料用として用いられていたと考えられる
が、鬼怒川水運をもつ水海道では鮮魚の保存に欠かせないものだった。しかし、製氷販売は明治33年
の405円をもって終焉する（同34年の14円は除外）。これは、製氷および販売費、人件費の高騰による
純利益の減少が原因の一つになっている。すなわち、これらの諸経費は、明治33年に至るまで毎年200
円以上も出費されており、差引した純利益は貸地料・小作料よりも低いのである。また、製氷は気候
の影響を受けやすい上、常磐鉄道の土浦通化によって秋場家の製氷販売自体が成り立たなくなってき
たのであろう。だからこそ、秋場庸は明治28年9月に常総鉄道敷設の発起人となり、水海道の物資集
散地としての機能を存続させ、なおかつ自己の経営をも安定させようと考えたと思われる。
　養蚕・生茶葉・桑収入は、上記の3項目と比較して非常に少なく、秋場家ではこれらの商品作物生
産にあまり積極的ではなかったようである。
　さて、っぎに株式配当金・銀行報酬および賞与金についてみることにしよう。秋場庸が株式投資を
開始したのは明治28年の常総鉄道であったが、これは設立までに到らず明治29年と32年に創業費割戻
金が払戻されている。したがって、明治29年の水海道銀行が庸の株式投資の噛矢といえる。・ところ
が、水海道銀行からの配当金は少なく、明治30年41円、同31年16円、同32年20円と全歳入の約1～3
％程度で、しかもこの3年間のみである。また、絹江製糸会社の配当金も明治33年の28円だけであ
る。結局、庸は明治33年に製糸株20株と水海道銀行株5株を売却してしまう。前者の売却は製糸会社
の営業不振という明確な理由があるが、専務取締役のポストにまで就いている銀行株を売却してしま
うのは如何なる理由に依るものだろうか。ここで考えねぽならないことは、秋場庸の持株数の問題で
ある。前掲第3表によれぽ、庸の持株数は60株であり、彼の階層性（第11級）にしては出資額が多す
ぎるという疑問を抱いた。ところが、秋場家「経済調査」によれぽ庸の持株数は明治30年15株、同31
・32年5株であり、60株とは大きな隔差を見い出すことができる。かかる点から、庸の持株数に疑問
を抱かざるをえないが、詳細に検討してみるとこの点にこそ秋場庸の銀行参画の意図を読みとること
ができるのである。つぎの文書はそれを明確に示している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　契　　　約　　　証21）
一、株式会社水海道銀行株式　　五拾株
　　　　但番号第1231號ヨリ第1280號二至ル
　右者表面拙者名義二記載有之候得共事実払込金額ハ悉皆貴殿ヨリ御出金相成居候義二付拙者二於
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　テ更二権利責任共無之候依テ株券ハ委任状ヲ添付シ貴殿へ相渡置申候尤モ拙者銀行役員等二選定
　被致候節ハ身元保証トシテ便宜上該株券ヲ銀行へ差入置候事モ可有之候得共其際ハ銀行ヨリノ株
　券預リ証ハ貴殿へ相渡置決シテ自己ノ便利二使用致間敷候且右株券ハ素ヨリ拙者責任無之義二候
　条貴殿方ニテ随意二他方へ御売却相成候共聯異議申間敷候依之契約証差入置申虜如件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　結城郡水海道町百九拾四番地
　　　　明治廿九年五月十七日　　　　　秋場庸
　　　　　　同町
　　　　　　　　五木田　利兵衛殿
　この契約書から明らかなように、秋場庸は五木田利兵衛から名義券を譲り受けていたのである。し
かも、「拙者銀行役員等二選定被致候節ハ身元保証トシテ便宜上該株券ヲ銀行へ差入置候事モ可有之
候……」と庸が銀行役員に就任した際は株式を差入れることを確認している。いま、水海道銀行「定
款」22）の中から銀行役員に関する項目を掲げるとすれぽ下記のようになる。
　第26条　当銀行二取締役5名監査役3名ヲ置ク
　第27条　当銀行ノ取締役ハ60株以上監査役・・30株以上ヲ所有スル株主中ヨリ株主総会二於テ之ヲ選
　　挙ス
　第28条　当銀行ノ取締役ハ2ケ年監査役ハ1ケ年ヲ以テ任期トス
　第30条　当銀行ノ取締役及ヒ監査役ハ其任期中各自所有ノ銀行株式ヲ取締役ハ60株監査役ハ30株ヲ
　　預ヶ入ルヘシ当銀行ハ之ヲ封紙シ禁融通ヲ明記シタル預リ証ヲ交付スヘシ此株券ハ本人退職スト
　　錐モ株主ノ承認ヲ経タル後二非サレバ之ヲ還付セス
　第31条　当銀行ノ取締役中ヨリ互撰ヲ以テ専務取締役1名常務取締役1名ヲ選定シ専務取締役ヲ以
　　テ頭取ト称ス
　第36条　当銀行ハ20株以上ヲ所有スル株主中ヨリ株主総会二於テ相談役6名ヲ選挙シ業務施行上ノ
　　方針其他重要ノ事件アルトキ取締役及ヒ監査役ノ評議二参与スルモノトス其任期ハ1ケ年トス
　第37条　当銀行ノ取締役及ヒ監査役ノ給料又ハ報酬ハ株主総会ノ決議ヲ以テ之ヲ定ム
　以上の条項から、役員被選権は取締役60株以上、監査役30株以上、相談役20株以上であることがわ
かる。したがって、秋場庸が取締役に就任するためには最低60株必要となる。60株といえぽ3，000円
である。秋場家の毎年の全歳入は、2，000円以下の年がほとんどであり、2，000円以上の明治33・36年
でさえ株式売却代金によってかろうじて2，000門を上回っているのである。秋場家の経済状態からい
えぽ60株の出資は不可能であった。だからこそ、庸は五木田利兵衛から名義株を譲り受け、それを銀
行に預け入れることで取締役のポストに就いたのであった。つぎの貸借契約証はそれをしめしてい
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　貸　借　契　約　証23）
今般五木田利兵衛♂秋場庸与ノ間二左ノ貸借契約ヲ締結ス
　第一條．明治廿九年三月一日秋場庸ハ水海道銀行取締役二撰任セラレシヲ以テ在職中該銀行之定款
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二基キ身元保証トシテ株券六拾株（此額面金参千円但シ番号従第1231号至第1290号）ヲ該銀行江差入置候処右ハ五木田利兵衛所有
之株券ヲ貸渡シ之ヲ秋場庸ノ記名与為シ全人s該銀行へ預ケ入タル者ナルヲ以テ他日若シ秋場庸退職
之后ハ該株券銀行♂取戻スト同時二五木田利兵衛之名義二書替返却可致事
　第二條　秋場庸ハ前条五木田利兵衛所有之株券ヲ自己ノ記名トナシ該銀行へ差入置ヲ以テ其身替リ
保証ヲ五木田利兵衛へ差入置可申二付テハ左ノ方法二披ル事
　　　第一項
　　秋場庸所持之郡村宅地畑山林九窯含反別壱町六反九畝廿弐歩此地償金千七百弐拾三円三拾八銭七
　厘者明治廿二年三月廿一日付水海道騨地所登記第弐百三十八號ヲ以テ五木田利兵衛へ書入金参千円
　ヲ秋場庸二貸渡置候庭今回更二前記地所ヲニ番抵当書入与為シ無利息ニテ五木田利兵衛汐貸渡秋場
　庸ハ右借用金参千円ヲ全時二前条借用株券ノ身替リ保証トシテ無利足分ヲ五木田利兵衛江預ケ置可
　申事
　　但シ本項貸借期限者該証書二規定スル事
　　　第二項
　　秋場庸銀行退職之后該株券ヲ五木田利兵衛へ返却スル際者前項之地所弐番抵当之登記貸借ヲ取消
　シ五木田利兵衛♂リ秋場庸江渡シ置タル預ケ金証書モ全時二取消シ五木田利兵衛へ返却スベシ
　第三条　秋場庸ハ銀行在職中万一不慮ノ事b商法之規定二依リ第一条之身元保証株券ヲ没取セラル
ル夏アルトキハ第二条第一項ノ預金ヲ以テ該株券金額ヲ五木田利兵衛へ辮賞シ毫モ損害ヲ掛ヶザル事
　但シ本期ノ場合二於テハ秋場庸ハ五木田利兵衛♂リ受取置ク預ケ金証書ヲ返却シ単二第二条第一項
　ノ弐番登記書入金参千円負債乃己存在スルハ勿論之事
右契約ヲ取結ヒ候二付此証弐通ヲ作リ各一通宛二所持スル也
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　結城郡水海道町
　　　　明治三十一年六月九日　　　　　　　　　　　　　　　　　五木田　利兵衛殿㊥
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　結城郡水海道町
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　秋　場　　　庸　㊥
　この貸借契約書によって秋場庸は銀行役員たる条件を満たし取締役に就任するが、このポストにつ
くことにより秋場家の歳入は相当潤うことになる。すなわち、明治34～38年までに年間186円、同39
年以降240円の役員報酬を得る24）。しかも、この報酬に賞与金が加算される。前掲第8表によれぽ、
秋場家の銀行報酬および賞与金は、明治29年に164円であったのが翌年には260円に増加し、以後、
384円（M31）、392円（M32）、471円（M33）、536円（M34）、540円（M38）と急増し、明治34年以
降歳入の約40％にも達するのである。秋場家にとって銀行役員たる地位が如何に重要であったか、と
いうことがこの金額から知れるであろう。
　ところで、秋場家では明治31年頃から地方株のほかに中央株にも投資を開始した。東京電燈株がそ
れである。この配当金は地方株に比して多く、明治32年には122円に達している。庸がなぜ東京電燈
株に投資したかについては実証できないが、明治30年代以降の中央株式投資の活発化は、全県的な有
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力地主・商人層の共同行為の一環として行なわれ、しかも東京電燈株の出資には山梨県の大地主・有
力商人（製糸関係）が多い25）ことから、製糸会社経営に乗り出した庸がこうした影響を受けて投資を
開始したとも考えられる。しかし、東京電燈株は明治36年に売却されており、同38年には国庫債券に
転換している。総じていえぽ、明治30年代の秋場家の主たる歳入は貸地料、小作料、銀行報酬・賞与
金を主軸に成り立っており、とくに明治30年代後半は銀行報酬・賞与金が畑作地帯の不安定な中小地
主秋場家を支える収入源であった。
　つぎに、歳出についてみることにしよう　（第9表）。国税は明治27年から31年まで85～87円で推移
し、明治32～36年までは105～108円とゆるやかな上昇をしめした。そして、日露戦争が開始される明
治37年から急激な上昇をしめし、同37年167円、同38年229円、同39年244円に達した。一方、県税と
町村税は明治36年頃まで漸次増加しているが、それ以降停滞的な状況を呈している。
　諸経費をみると、通常諸経費は明治33年まで上昇しており全歳出のなかで20％近くの比率を占めて
いる。しかし、明治34年以降、下降傾向をしめし、経費を切り詰めようと努力している秋場家の事情
が推測できる。薪・炭・味噌代についてはほとんど変化がない。ただ、飯米買入代金は秋場家の歳出
中にしめる比率が10％を越える年度もあり（明治27・31・36年）、小作米で自家の需要を満たすこと
ができない秋場家の地主としての脆弱性をみることができよう。
　臨時諸費に目をむけると、普通臨時費はほとんどの年度が100円以下の支出である。注目すべきこ
とは、この普通臨時費も通常諸経費同様、明治33年以降低落していることで、ここでも秋場家の苦し
い経済状態がわかるのである。また、出京諸費は明治31年以降毎年出費されており、秋場庸は中央の
動向を常に知りうる可能性をもっていたといえよう。
　僕碑傭給料も明治33年頃まで増加しているが、それ以降、停滞・下降ぎみとなる。比率は5％以下
の年度が大半を占めている。製氷販売費・傭人飯米は明治27年の182円（21．9％）から明治28年には
156円（14．0％）へと減少し、30年以降10％以下に低落する。これは、前述の製氷販売縮少に比例し
ているのはいうまでもない。
　っぎに、明治30年代の秋場家歳出において最も重要な意味をもつ銀行利子に触れてみよう。銀行利
子が歳出項目上に初めて登場したのは、秋場庸が水海道銀行の設立に参画し専務取締役に就任した明．
治29年からである。しかし、明治29・30年は創業を開始して日が浅いとあって銀行利子は89門（7．8
％）・92円（7．3％）とわずかにすぎなかった。ところが、明治31年から急激に上昇し、明治33年476円
（23．3％）、同34年578円（21．9％）、同35年638円（39．1％）と秋場家総支出に占める割合が非常に高
くなってくる。秋場庸は明治35年まで水海道銀行株券を所有しており、借入金の一部は銀行株を担保
に資金調達していた。たとえぽ、明治29年4月25日には水海道銀行株券10株（払込金125円）を担保
に年1割の利子で125円を借入れ26）、明治31年7月1日には水海道銀行株券10株を担保として年1割
1分の利子で300円を借入れている27）。払込額に対して借入金額が高いということは、庸の専務取締
役のポストによる信用力のおかげであろう。ところで、秋場家では明治33年に絹江製糸会社株券20株
と水海道銀行株券5株を売却してしまう。ここで出現するのが東京電燈株である。前述のように、東
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第9表秋場家歳出状態
租　　　　　　　　　税 諸　　　　経　　　　費 臨　　　時　　　諸　　　費
年　　度
国　税 県　税 町村税・公費 その他 通常諸経費 薪・炭代 味噌買入代 飯米買入代 臨時普通費 蹴 桑苗買入代金 その他明治27年 　円　％W5（10，2） 円　％P4（1．7） 円　％P6（1．9） 円　％X（L1）　円　％P69（20．3） 円　％P5（1．8）　円　％T4（6．5）　円　％W4（10．0）　円　％S2（5．0） 円　％ 円　％ 　円　％S6（5，5）
28 85（7．6）19（L7）12（1．1｝ 1（0．1） 189（16，9）20（L8）13（1．2） 5（0．4） 94（8．4）
29 86（7，5）23（2．0） 26（2．3）1（OJ）203（17．8）14（1．2） 19（1．7） 74（6．5） 73（6．4）
30 86（6．8）19（L5）30（2．4） 25（2．0）2！4（17．0）10（0．8） 16（1．3）103（8．1） 107（9．4） 30（2．6）
31 87（5．8｝36（2．4） 44（3．7）4（0．3）244（！6．2）48（3，2）24（L6）198（13．2）84（5．6） 62（4．1） ．73（4．9）
32 105（6．5）30（L9）52（3．2） 248（ユ53）59（3，6＞ 28（1．7｝ 64（4。0） 94（5．8） 81（5．0）71（4．4）
33 106（5．2）52（2．5）61（3．0） 276（13．5｝55（2．7｝26（L3）23（1．1）134（6．5）101（4．9） 225（1LO）
34 106（4．0）63（2．4） 43（1．6）　　， 36（1．4）184（7．0） 9（0．3） 9（0．3） 84（3．2） 63（2．4）10（0．4）47（L8）
35 107（6．6）69（4．2） 39（2．4） 8（0．5）148（9．1） 13（0．8）18（Ll）82（5．0） 44（2．7＞ 197（12．0）
36． 108（4．0）62（2．3） 48（1．8）2（0．1）144（5．4）15（0．6） 19（0．7）108（4，1）44（1．7）56（2．1） 12（0．5） 75（2．8）
37 167（12．3）38（2，8） 47（3．5） 136（10．0）19（L4）10（0．7） 57（4，2） 17（1．3） 43（3，2） 50（3．7）
38 229（13．8）39（2．4） 46（2．8） 158（9．5）14（0，8） 15（0，9） 27（1．6） 20（1．2） 10（0，6＞124（7．5）
39 244（13．3）50（2．7） 53（2．9） 224（12，2）20（1。1） 20（1．1） 104（5．7）71（3．9）52（2．8）386（2L1）
年　　度 僕牌傭給料i常時・臨時）
製永販売費
E傭人飯米
修繕費・諸職
H傭人飯米代 銀行利子
年　賦　金
ｨよび利子 無尽掛金等 その他
?
傭　　　　　　考
明治27年 　円　％Q9（3．5） 　円　％P82（21．9） 円　％ 円　％ 　円　％S6（5．5＞ 円　％ 　円　％R9（4．7） 　円　％W32（100．0）味噌買入代には酒代40円を含ﾞ。
28 49（4．4） 156（14．0） 206（18．5） 175（15．7）L116（100．0）その他には鉄道創業費（13円Q7銭54厘）を含む。
29 48（4．2） 133（1L6）25（2．2） 89（7．8） 324（28．4） 1，143（100．0）その他には常総鉄道創業費割?x出（19円25銭）を含む。
30 43（3．4） 115（9．1） 125（9．9）2（7．3） 219（173）23（L8） L265（100．0）
31 80（5．3） 104（6，9） 81（5．4） 218（14．5） 12（0．8） 65（4．3） 31（2．1）1，505（100．0）
32 63（3．9） 134（8．3＞ 115（7．1）3 2（19．3）157（9．7） 1，619（100．0）年賦金には無尽掛金を含む。
33 101（4．9） 170（8．3） 114（5．6）476（23．3）119（5．8） 2，046（100．0）
34 75（2．8） 35（1．3） 578（2L9）83（3．1） 1，206（45．の2，638（100．0）
35 68（4．2） 143（8．8）638（39．1） 50（0．3） 1，630（100。0）暴風のため修繕費が高くなっﾄいる。
36 74（2．8） 112（4，2） 727（27．4） 50（1．9） 996（37．5）2，656（100．0）
その他は期末売買差引損失金である。．
37 64（4．7） 683（50．2） 25（L8） 1β60（100．0）
38 60（3．6） 728（43．9） 184（1L1）1，659（100，0）
その他は国庫債券総払込額（184円75銭）である。
39 60（33） 542（29．6） 1．830（100．0）
〔備考〕（1｝秋場家「経済調査」（秋場京文書）により作成。
　　　　②　円以下切り捨てのため各項の合計は一致しない。
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京電燈株の配当は秋場家の配当金収入のなかでトップをしめ、また中央株とあって確実性のある担保
であった。したがって、明治36年までは東京電燈株担保による資金調達も行なわれたと考えてよかろ
う。こうしてみると、秋場家では明治33年を境に地方株から中央株へ転換することによって資金調達
の途を獲保し、不安定な地主経営をカパーすると同時に投資活動資金の調達を図ったと考えられる。
しかし、秋場家の株式投資は小規模であり、持株数もそれぞれ10株程度であったから株式担保による
資金調達には限界がある。したがって、他の担保が必要となる。まず考えられるのは土地建物担保で
ある。ところが、秋場家の土地所有は約2町程度であり、前述の如くこの土地は五木田利兵衛に書入
の形で担保となっている。となれば、如何にして500円以上の銀行利子を支払うような金額を借入す
ることが可能だったか。おそらく、水海道の名望家であり、水海道銀行役員でもある秋場庸の信用貸
が主たる資金調達方法であったと考えられる。とにかく、秋場家では明治30年代以降、地方株・中央
株に投資活動を開始するにつれて、配当利子に比して多額の銀行利子が支払われることになる。これ
は、秋場家の株式投資活動が小作料・貸地料収入によって支払われていたのではなく、銀行報酬およ
び多額の借入金があってはじめて可能になったことを示唆している。そして、かかるメリットから秋
場庸は五木田利兵衛の名義株を譲りうけて取締役のポストに就こうとしたのであろう。しかし、水海
道銀行にとって秋場庸を取締役に就任させた意図は何であったか。多分、株主を募集する上で秋場庸
の信用力が必要であったのだろう。すなわち、水海道銀行の設立において、発起人が過半数の株式を
所有するにしても残りは一般募集に依存しなけれぽなかったから、秋場庸という県会議長まで務めた
人物を役員に置くことにより、いまだ銀行設立の何たるかを知らない水海道町民に銀行投資の安全性
をともいうべき観念を植え付けようとしたと考えられる。秋場庸の経済的な階層性がそれほど高くな
いにもかかわらず、彼が取締役に就いていたのは、単に秋場家の経営を安定させるだけでなく、水海
道銀行の株式募集を円滑化させる上において彼が必要だったのである。
4　むすびにかえて
　秋場家・水海道銀行の資料が散逸しているためきわめて皮相的な素描にとどまったが、秋場家の分
析によって明治後期の県西地方における中小地主の一面を窺い知ることができた。すなわち、零細な
畑作地帯を支配する秋場家では土地収入の不安定性を補填するがために、明治30年代の地方企業勃興
期にはまず所有地の一部を工場用地あるいは銀行店舗に貸出して貸地料を獲得しようとした。それと
同時に、名義株を譲り受けてまでして銀行役員のポストに就き、役員報酬と賞与金を受けると共に、
銀行役員のポストを有効に利用して多額の資金を借入し、それを地方株から中央株へと好利回りの投
資対象に転換させながら家計の安定を図っていったのである。もちろん、こうした秋場家の動向には
特殊な面もある。たとえぽ、名義株を譲り受けたことなどは秋場庸の信用力があれぽこそ可能だった
ことである。しかし、こうした点を考慮に入れたとしても秋場家の動向は中小地主のそれを端的に表
わしている。すなわち、農民層の階層分解が進展しつつあり、大地主へ上昇転化する可能性をもった
明治後期において、有利な投資対象があれぽ積極的に参画し、それが不利になれぽ迅速に別の投資対
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象に転換していく点は、まさに県西地方の中小地主層の動向をしめすものと考えることができよう。
　注
1）　水海道町の町制施行は明治22年である。なお、水海道町については、富村登『水海道郷土史談』前・後編
　　　（昭和29年発行、昭和56年再版）、茨城県史編さん総合部会編『茨城県史』市町村編　ll、昭和50年、165～
　　173頁、参照。
2）・3）　前掲『水海道郷土史談』、前編305頁、後編107～111頁、参照。
4）　『茨城県勧業年報』第4回（明治17年）108～109頁。
5）・7）前掲『水海道郷土史談』後編、387頁、参照。
6）　前掲『水海道郷土史談』前編、220～225頁、参照。
8）　秋場庸の履歴は『茨城県議会史』第一巻、昭和37年、1919～1920頁、並びに東京府『職員録』（明治3年）、
　　都立公文書館蔵、による。
9）　「貸借契約証」（明治31年6月9日）、秋場家文書。
10）横島広一『鬼怒川物語一常総を開発した水の道一』上巻、昭和55年、68～70頁、参照。
11）　中川浩一著『茨城の民営鉄道史』上巻、昭和55年、52～54頁、参照。
12）　絹江製糸株式会社『定款』（明治30年5月9日）、1頁、参照。
13）　『茨城県勧業年報』第17回（明治30年）。
14）　この地方の副産物としては養蚕が最もさかんであり、水海道町では大正5年に5万1，130円の生産額をあ
　　げているが、養蚕の全盛期であった明治期には農家の重要な季節的収入源であった。
水海道町とその周辺村の重要副産物（大正5年） 単位：円
水海道明姓州三妻村1五箇村 大花羽村 豊岡村 菅原村
果　実　類 185 306 560 1，077 27 164 165
疏　菜　類 3，525 7，128 5，1823，470 3，113 2，81510，398
養　　　蚕 51，130 51，336 一 39，051 25，819 38，162 11，510
木綿織物 600 一 5，752 11，648 一 36 一
施　　　茶 218 『 一 一 681 770 3，125
鶏　・　豚 754 2，578 1，812 1，209 2，298 2，353 1，785
そ　の　他 1，300 一 8，745 210 一 690 1，300
計 57，712 61，34822，051 56，665 31，938 44，990 28，283
〔備考〕茨城県農会編『茨城県各都市町村重要副産物額一覧表』（大正5年）により作成。
15）
16）
17）
18）
19）
20）
21）
22）
「絹江製糸会社地所貸借契約書」（明治30年3月20日）、「絹江製糸会社地所借地追加契約謹」（明治34年5
月3日）、ともに秋場家文書。
なお、秋場庸は直接的に関係していないが、水海道では明治31年常総精穀合資会社が、明治33年12月には
水海道商品会社が設立されている。また、明治33年に内国通運株式会社による航路が東京・両国橋一江
戸川・利根運河経由一水海道に開設されることになり、それに先だち明治31年4月には水海道商業組合
が「回漕店二係ル貨物取扱フー般ノ営業者ヲ以テ」組織された。
「水海道銀行設立目論見書」（水海道市史編纂室所蔵）。
水海道銀行「第1回営業報告書」2～3頁。
結城銀行については、拙稿「明治後期における結城織物商人と金融機関」（『明治大学大学院紀要』第18
集、昭和55年、所収）を参照せられたし。
『常陽銀行二十年史』（昭和30年）、118頁、参無。
「契約証」（明治29年5月17日）、秋場家文書。
水海道銀行「更正定款」、明治30年、13～16頁。
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23）
24）
25）
26）
27）
「貸借契約証」（明治31年6月9日）、秋場家文書。
水海道銀行「通知」（明治39年1月20日）。
永原・中村・西田・松元編著『日本地主制の構成と段階』（昭和47年）、参照6
「借用金証書」（明治29年4月25日）、秋場家文書。
「借用金証書」（明治31年7月1日）、秋場家文書。
〔追記〕
　本稿作成にあたり、水海道市史編纂室五木田大樹氏、堀江収氏、
覧の便宜をたまわった。記して謝意を表したい。
ならびに村田昌三氏（下妻一高）に資料閲
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